


一般会計の概要
　令和２年度一般会計の予算規模は２５６億２,０００万円で、前年度と比較して１２億
７，０００万円の増（５．２％増）となりました。

予算案の概要

一 般 会 計 予 算 の 概 要

本市の財政状況は、平成３０年度決算に基づく健全化判断比率について、実質公
債費比率で１６．９％、将来負担比率で１０１．８％であり、健全化に向け着実に
改善しています。しかし、依然として全国平均よりも高い数値で推移していること
から、更なる改善に向けた取り組みを継続する必要があります。
また、今後においても少子高齢化、働き方改革を背景とした子育て環境の充実や

老齢人口の増加に伴う社会保障関係経費の増大、会計年度任用職員制度の施行、ご
み処理施設の建替え、老朽化の進む公共施設等の大規模な改修や維持管理への対応
など、多額の財政需要が見込まれます。
そこで、令和２年度予算については、令和２年度は市長改選の年となり、義務的

経費や国等の補助事業など前年度より継続して実施する事業を考慮した骨格予算と
しながらも、第４次香芝市総合計画後期基本計画の実現に向けた取組を着実に実施
するとともに、未来志向で持続可能なまちづくりに向け、新たな課題にも対応しな
がら市民サービスの向上を第一優先に掲げ、予算を編成いたしました。



① 　市税収入については、前年度と比較して９，８３０万円の増（１．１％増）の９
４億３，１９６万円を見込んでいます。個人市民税では３，７００万円の増（０．
８％増）、固定資産税では８，７６０万円の増（２．３％増）、軽自動車税では９
７０万円の増（６．１％増）を見込んでいます。

歳 入

〔市税収入見込額〕
（単位：千円：％）

法 人 市 民 税

個 人 市 民 税

固 定 資 産 税

合 計

１６８,３００ 

９,４３１,９６０ 

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

４,７８２,６００ 

３,７６０,４６０ 

３００,０００ 

３,８４８,０６０ 

△ ３６,０００ 

８７,６００ 

３３３,０００ 

４,７４５,６００ 

１５８,６００ 

０ 

３６９,０００ △ ９.８  

２.３  

６.１  

０.０  ３００,０００ 

市 民 税

１.１  ９８,３００ ９,３３３,６６０ 

９,７００ 

０.０  

０.８  

令和元年度令和２年度

当初収入見込額　Ａ 当初収入見込額　Ａ

１,０００ 

３７,０００ 

５,１１４,６００ ５,１１５,６００ 

差引 増減率

（Ａ－Ｂ）／ＢＡ－Ｂ

（単位：千円）

※前年度３月３１日時点人口

１３６,４００ 

固 定 資 産 税 ( Ｃ )

１６８,３００ 

３,７６０,４６０ 

１５８,６００ 

４,７８２,６００ 

Ｒ２

３,８４８,０６０ 

４,７４５,６００ 

３,７１３,９６２ 

区　　　　　分

４,９９０,６００ 

４,６２６,３００ 

３６４,３００ 

Ｈ２８

市 町 村 民 税

う　ち　個　人(Ａ)

う　ち　法　人(Ｂ)

人　　　　　口

Ｈ２９ Ｈ３０

７９,０２３ ７９,２４６ 

５,１１５,６００ 

Ｒ１

５,１１４,６００ 

３６９,０００ 

Ｈ３０

Ｒ１

７９,２４５ 

Ｒ２

７９,２７４ 

９,０７５,４６２ ９,１０６,０６２ ９,２６３,４６２ 

Ｈ２９

４,９２９,１００ 

４,６０１,６００ 

３２７,５００ 

５,０９７,２００ 

４,７２１,６００ 

３７５,６００ ３３３,０００ 

３,６２０,７６２ 

１３４,１００ 

３,７０５,５６２ 

３００,０００ 

９,３３３,６６０ 

１５２,３００ 

Ｈ２８

７８,５６６ 

３００,０００ ３３０,０００ ３００,０００ 

９,４３１,９６０ 

年　　　　　度

市 税 合 計

３３５,０００ 

軽 自 動 車 税 ( Ｄ )

市町村たばこ税 ( Ｅ )
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【税目別収入額の推移】
人

人 口 推 移

A

C

D

E

B

千円



②

③

④

　地方交付税については、令和元年度の交付実績と地方財政計画においての交付税
総額の増（２．５％増）を踏まえつつ、前年度より８，０００万円の増（２．０％
増）となる４１億４，５００万円を計上しています。

　国・県支出金については、６０億４８４万円となり、前年度と比較して３億４，
２４０万円の増（６．０％増）となっています。これは、障害福祉に係る扶助費の
増に伴う社会福祉費負担金や施設型給付費などの増に伴う児童福祉費補助金、幼稚
園補助金の増額によるものです。

　市債については、２６億２，３００万円を計上しており、前年度と比較して８億
３５０万円の増（４４．２％増）となっています。これは、体育施設整備事業債や
総合福祉センター整備事業債などの増額によるものです。

　

（単位：千円：％）

０.４  

４４.２  

１２.２  

△ ３７.８  

３.３  

１.１  市 税

国 ・ 県 支 出 金

８４５,０００ 

１０.４  

２.０  

１０.２  

３６.８  

令和２年度

構成比

比較
令和２年度

増減率（％）

そ の 他 の 収 入

市 債

△ ３９,０００ 

△ ５９,５００ 

△ ４.４  

６.０  

△ ０.４  

５.２  １００.０  １,２７０,０００ 

３,１４３,７８４ △ １２,１２６ 

２４,３５０,０００ ２５,６２０,０００ 

１５７,５００ 

１,８１９,５００ 

８８４,０００ 

合 計

３,１３１,６５８ 

２,６２３,０００ 

うち臨時財政対策債

９８,０００ 地 方 特 例 交 付 金

１６.２  

０.７  

４,１４５,０００ 

地 方 譲 与 税 １８５,５３８ 

地 方 交 付 税

９,４３１,９６０ 

増減
令和元年度

６,００４,８４４ 

１６８,１１２ 

９８,３００ 

８０,０００ 

１７,４２６ 

４,０６５,０００ 

５,６６２,４４４ 

９,３３３,６６０ 

３４２,４００ 

８０３,５００ 

２３.４  

【一般会計歳入の内訳】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。





①

②

③

　人件費、扶助費、公債費の義務的経費については、１３４億３，４６１万円と
なっており、前年度と比較して３億５，０１７万円の増（２．７％増）を計上して
います。
　扶助費については障害福祉費の増などにより６．０％の増となっています。
　一方、公債費については市債の発行抑制及び過去に発行した起債が順次償還を迎
えたことにより、２．７％の減となっています。

　物件費、維持補修費の消費的経費については、事務用ＯＡ機器更新事業などの減
により３８億９，２０７万円となっており、前年度と比較して２億２，２２８万円
の減（５．４％減）となっています。

　投資的経費については、総合体育館整備事業や総合福祉センター中規模修繕事業
の増加により２６億８，８７６万円となり、前年度と比較して、７億４，１４３万
円の増（３８．１％増）となっています。

歳 出

(単位 : 千円 : ％)

０.０ 

△ １２２,１００ 

０ 

０.２  

０.０  

２５６,２４９ ４２.１ 

５.１ 

０ 

１２５,８５８ 

１６７,０５２ 

１０７,７６５ 

１,２７０,０００ ２４,３５０,０００ 

１.４  

４００,６７５ 

８６３,５３３ 

５.２ 

６.９ 

－

０.０ 

５０,０００ 

２１.９  

１０.１  

０.３  

４.３  

令和２年度構成比

５２.４  

１２.７  

１５.２  

１５.３  

２４.４  

０.０  

３５０,１７４ 

８７,８５４ 

増　　減

３５３,３２０ 

２,６１３,８７７ ２,４８８,０１９ 

０ 

令和元年度

１３,０８４,４４０ 

３,９１３,４３４ 

４,１１４,３４９ 

１,５００ 

１,９４７,３２５ 

３,８９２,０６７ 

１,５００ 

３６４,０１４ 

△ １０.０ 

△ ２２５,１６９ 

２,８８７ 

２.３ 

３,３５４,０００ 

７３０,４２５ 

５,２０３,８８６ 

２,４０８,１１８ 

３,２６３,０００ 

６,２５８,１８０ 

増減率

△ ５.４ 

△ ９１,０００ 

△ ２２２,２８２ 

２.７ 

補 助

６.０ 

△ ２.７ 

計

１,２１６,９００ 

物 件 費

３.９ 

人 件 費

扶 助 費

消費的経費 計

公 債 費

１０.５  

５,９０４,８６０ 

維 持 補 修 費

１４.９  ４,０４０,２１９ 

７４,１３０ 

３,８２５,５８０ 

繰 出 金

貸 付 金

投 資 及 び 出 資 金

その他の経費

補 助 費 等

単 独

予 備 費

合 計

区        分

義務的経費

投資的経費 普通建設事業費

　　計

積 立 金

令和２年度

１３,４３４,６１４ 

１００.０  

５０,０００ 

２５,６２０,０００ 

１,０９４,８００ 

１,５９３,９５８ 

５,６０４,５６１ 

０ 

０ 

３８.１ 

１０.２  

３,８１５,０５０ 

７７,０１７ 

２,６８８,７５８ 

２,５７５,１７０ 

１１８.２ 

７.７ 

７４１,４３３ 

△ ５.６ 

６.２  

【一般会計予算経費別総括表】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。





市民一人当たりの予算

【民生費】 【衛生費】

円 高齢者、児童の福祉などに ごみ処理、病気予防などに
１世帯当たりの予算 円 円 ％ 円 ％

市の人口： 人 【公債費】 【消防費】

市の世帯： 世帯 借入金の返済に 消防活動や防災のために

（令和２年３月３１日現在） 円 ％ 円 ％

【教育費】 【議会費】

学校、図書館の運営などに 市議会を運営するために

円 ％ 円 ％

【総務費】 【農林商工費】

文化振興、情報化などに 農業の振興などに

円 ％ 円 ％

【土木費】 【その他】 諸支出金・予備費

道路、河川の整備などに 円 ％

円 ％

収入 支出

給料 食費
(市税) 万円 （人件費） 万円

パート収入 生活費
（使用料・手数料など） 万円 （物件費・補助費等） 万円

親からの仕送り 医療費
（国庫支出金・地方交付税など） 万円 （扶助費） 万円

貯金の取り崩し 自宅の修理代
（繰入金） 万円 （維持補修費） 万円

借入金 車・土地の購入費
（市債） 万円 （普通建設事業費） 万円

合計 子どもへの仕送り
万円 （他会計への繰出金など） 万円

借入金の返済
（公債費） 万円

借入金の残高（一般会計） 貯金
※令和元年度末見込み 万円 （積立金・貸付金など） 万円

合計
万円

３２３,１８３
８１０,６８３ 126,294 39.1 24,052 7.4

79,274

31,603

41,161 12.7 11,601 3.6

49,897 15.4

2,843 0.933,496 10.4

2,895 0.9

2,270 0.7

28,674 8.9

500 207

101 339

608 332

11 4

1,358

139 143

1,358 139

173

1,635 22

【令和２年度一般会計予算を市民一人当たりの予算に置き換えると・・・】

【もし香芝市が給料収入５００万円の家庭だったら・・・】


